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平成２５年度事業計画書 

 

自 平成２５年４月 １日 

至 平成２６年３月３１日 

 

 

昨年の我が国経済は、長引くデフレや急速な円高の進行等により国内景気は停滞

感が強まるなど、厳しい状況にありました。特に中小・小規模企業は、円高を背景

とするコストダウン要請の強化により収益が圧迫されているなど、厳しい経営状況

が続いております。 

このような中、平成２５年度につきましては復興需要が本格化するとともに、円

高やデフレからの早期脱却に向けた金融・財政政策を始めとした各種の政策効果な

どを背景に、景気の回復が見込まれるものの、一方では世界経済の減速等による景

気の下振れリスク等も懸念されることから、先行きは予断を許さない状況にありま

す。 

中小企業は、経済的、社会的に重要な存在であるとともに、雇用の創出、地域経

済の担い手として我が国経済社会の基盤をなすものであり、全国各地の中小企業の

安定化・活発化を図っていくことは、従来にもまして大きな課題であります。 

そのため、政府としては引き続き東日本大震災の被災中小企業の復旧・復興支援

に取り組むとともに、経営支援体制の抜本的強化や海外展開支援の強化等、中小・

小規模支援策の再構築を行うなど、平成２５年度においても中小企業に対する支援

策を積極的に展開していくこととしております。  

 

このような状況の中、当協会としては中小企業がおかれている厳しい経営環境を

踏まえるとともに、各都道府県中小企業振興機関（以下、「各県協会」という。）の

全国団体であるとの認識をより深め、改めて、各県協会との連携・協力体制の強化

を図りながら、下請取引適正化事業等、中小企業の振興に積極的に取り組んでまい

ります。また、平成２５年度から当協会も公益財団法人へ移行することから、今後

は「公益財団法人」としての社会的信頼性を損なうことなく、業務の更なる充実を

図り各種の事業に取り組んでまいる所存です。 

 

平成２５年度は、以下の事業に重点的に取り組んでまいります。 

円高やデフレの影響、更には海外経済の減速等による景気低迷の中にあって、中

小企業の受注量は大幅に減少しております。このような現状に鑑み、「中小企業の取

引あっせん事業」については当協会の最重要事業として積極的な対応を図っていく

こととしております。 

特にビジネス・マッチング・ステーション（以下、「ＢＭＳ」という。）について

は、これまでも普及促進や登録企業の増加等に努めてまいりましたが、平成２５年

度は、取引あっせんコーディネーター等の積極的な活用を図り、発注案件登録の一
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層の拡大に努力するとともに、発注案件のきめ細かな情報の提供を行い、これまで

以上に中小企業の販路拡大等を支援してまいります。 

国内工場の統廃合等により厳しい地域経済を反映して中小企業の受注量が大幅に

減少することが懸念されることから、広域商談会開催事業へのニーズが高まってお

ります。このため、開催地域の各県協会と連携して事務局運営等に携わるとともに、

当協会の情報網を駆使して、発注企業招聘に全力をあげて取り組んでまいります。

また、各県協会との一層の連携強化を図り、新たなビジネスチャンス創出の場とし

て商談会開催事業に積極的に取り組んでまいります。 

また、対面による取引（商談会参加）とネットを活用したＷｅｂ上の取引（ＢＭ

Ｓ）を相互に連携させ、商談会の発注企業招聘、ＢＭＳの会員数増加等により効果

的な方法を検討してまいります。 

下請取引適正化の推進の観点から実施しています「下請取引改善講習会事業」は

年々開催回数等を拡充してきており、平成２４年度は１０３回、約１万２千人の受

講者を数えるまでになっております。平成２５年度におきましても下請取引改善講

習会事業を通じて各県協会との連携をより深めることにより、下請代金支払遅延等

防止法を始めとした関係法令等の一層の周知を図ってまいります。 

「下請かけこみ寺事業」は、各県協会との連携・協力体制の下、これまで全国各

地の中小企業者からの相談等に親身かつ適切に対応してきたところであります。今

後も中小企業、とりわけ下請企業にとっては厳しい状況が続くものと思われること

から、平成２５年度におきましても、各都道府県下請かけこみ寺との連携強化を図

り、相談体制の強化・充実等これまで以上に相談者が相談しやすい環境作りに努め

てまいります。 

当協会及び各県協会のイベント情報等を掲載し発信している「全取協ＮＥＷＳ」

につきましては、各県協会のニーズ等を踏まえ、当協会の全国的広報事業のツール

の一つとして更に工夫を重ね、積極的に活用してまいります。 

また、当協会の財政基盤強化のため、下請取引適正化推進セミナー（有料セミナ

ー）の拡充強化、図書・ＤＶＤ等の販売強化にも取り組む他、各県協会役職員の福

祉の増進のための事業も実施してまいります。 

 

設備貸与等関連事業については、国の「中小企業政策審議会“ちいさな企業”未

来部会」の取りまとめ（案）において、新たな融資制度の創設に合わせ廃止すべき

である、との提言がなされております。本事業は、資金調達力の脆弱な小規模企業

者を資金面・経営面等のさまざまな角度からサポートし、これまで地域の小規模企

業者の成長・発展に大いに貢献してきた制度であり、本制度が廃止された場合は、

大きな影響が懸念されます。今後とも小規模企業者への支援をより円滑に実施いく

ため、「小規模企業者等設備導入資金制度」が廃止された場合の今後の小規模企業者

等への支援のあり方や経営革新等支援機関の認定機関との関わり方などについて、

関係者等による委員会を設けて検討してまいります。 
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なお、各県協会職員の資質向上を図ることを目的とした「公益法人における会計

及び税務に関する研修」及び「産業経済視察研修」を実施するとともに、更に中小

企業大学校東京校と連携して行うオーダーメイド型研修についても必要に応じて実

施してまいります。 

その他、本制度廃止までの経過措置の間は、小規模企業者等設備導入資金制度に

関連する情報の収集・提供及び相談事業等を通じて各県協会及び小規模企業者等へ

の情報提供等に取り組みます。 

 

情報化事業については、各県協会のニーズ等を踏まえ、中小企業ＩＴ経営革新講

演会開催事業、中小企業の情報利活用に係る調査・研究事業、等を実施します。 

 

上記の各事業を踏まえて、平成２５年度は業務の効率化や一層のコスト削減等に

努めるとともに、必要に応じて当協会と各県協会との間で、意見交換や情報交換等

を行う場として役員セミナー等を開催するなどして、これまで以上に各県協会との

連携・協力を図ってまいりたいと考えております。 

また、「東日本大震災」からの復旧・復興に向けて、引き続き各県協会と連携・協

力体制の強化を図るなど総力を挙げて、被災地域の中小企業の支援に取り組んでま

いります 

 

 

 

 

 



 - 4 - 

Ⅰ.取引振興関連事業 

 

１．補助事業(取引あっせん指導事業) 

（１）ＢＭＳ（ビジネス・マッチング・ステーション）運営事業 

下請中小企業の取引先開拓、販路拡大等を支援するため、インターネット

が持つ迅速性と各県協会によるきめ細かな取引あっせんを併せ持つ受発注取

引支援サイトであるＢＭＳは、運用開始から６年が経過し、平成２４年度末

に登録総会員数は約２５，０００件となります。 

平成２５年度も業界団体等を対象として、全国に所在している各団体傘下

企業の登録促進を図るとともに、これまで訪問した業界団体の中から、当協

会の登録促進・活用促進活動に特に協力的かつ積極的な団体との連携を強化

してまいります。特に今後成長が期待される業界（環境、医療・福祉、情報、

エネルギー関連等）の発注企業の登録促進に努め、それぞれの業界動向等に

ついても、各県協会のあっせん活動に役に立つ関連情報を提供してまいりま

す。 

また、ＢＭＳ登録の発注案件については、今後とも一層の登録拡大に向け

て努力していくとともに、前年度に引き続き、コーディネーターが発注案件

のポイントとなる項目を企業から聴取する等、各県協会に対するフォローア

ップの更なる充実を図ってまいります。 

なお、広域商談会に参加した企業に対して、商談会の幹事県協会の了承の

もと、ＢＭＳへの登録を要請するなど、会員企業数の増加に努めてまいりま

す。 

（２）広域商談会開催事業 

下請中小企業の販路多角化や経営の安定等を図るため、各県協会と連携し

て広域商談会の開催に取り組んでまいります。 

特に最近の急激な経済環境の悪化等により、本事業の果たす役割がますま

す重要視されてきており、平成２４年度は８地域で広域商談会を開催いたし

ました。 

平成２５年度は、広域商談会においてより効果的なマッチングを行うため

に、運営方法等の更なる工夫を行うなど成約件数の増加に努めてまいります。

また、各県協会の利用促進を図るとともに、より効率的、効果的に発注企業

を招聘するため、業界団体訪問や広域商談会の開催地域の受注企業の実情に

合ったＢＭＳ登録会員企業に対して、広域商談会への参加を案内する等、Ｂ

ＭＳを活用した発注企業の招聘活動に積極的に取り組んでまいります。 

（３） 情報連絡会議開催事業 

各県協会の職員・専門調査員等を対象として、下請取引に関する必要な情

報提供、取引あっせんに関する情報交換、相談事例の研究等のため、毎年度、

全国のあっせん担当指導員等が参加する「情報連絡会議」を開催してきてお

ります。 

平成２５年度は、これまでも各県協会からの要望が多い「成長著しい中小
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企業の経営者」等による講演、「中小企業の効果的な販路拡大策」等をテーマ

とした分科会等を開催する予定です。 

（４）調査広報事業 

①各県協会が実施する商談会等の開催時期・開催内容等を決定する際に参考

となる各種イベント情報や中小企業経営のＩＴ化情報等について、当協会

のホームページ等に掲載します。 

②ポスター、パンフレット等を作成・配付する等、引き続き中小企業に対す

る各種振興施策の普及・広報に努めてまいります。 

③「全取協ＮＥＷＳ」については、国の産業政策等をはじめ、取引振興、設

備貸与事業や中小企業経営のＩＴ化情報等の全取協事業の進捗状況等を掲

載し、定期的（月１回）に発行します。また、各県協会のイベント情報等

各県協会の事業運営等に関連する情報についても、迅速かつ的確な情報の

提供、広報に努めてまいります。 

 

２．受託事業（取引適正化事業） 

（1）下請かけこみ寺事業 [中小企業庁受託事業] 

中小企業の取引に関するさまざまな悩みに対応するため、下請代金支払遅延

等防止法等関係法令や中小企業の取引問題に知見を有する専門家が相談に応

じる「下請かけこみ寺」を４７都道府県協会に、「下請かけこみ寺本部」を当

協会にそれぞれ設置し、相談業務を行います。なお、必要に応じて相談者の

所在地の最寄りの弁護士が直接、相談に応じる弁護士無料相談を実施いたし

ます。 

なお、下請かけこみ寺本部では、中小企業が抱える取引に係る紛争について

裁判外紛争解決（ＡＤＲ）手続を用いて、迅速かつ簡便に解決する調停手続

きを行います。 

更に、相談者の利便性の向上のため、平成２４年度に引き続きフリーダイヤ

ルの活用やメール及びＷｅｂでの相談受付けを実施いたします。昨今の景気

の低迷等を反映して依然として多くの相談が寄せられており（平成２４年度

は約５，０００件）、ＡＤＲも２０件を超える受理件数となっております。 

平成２５年度においても、引き続き本事業の普及促進を図るとともに、下請

かけこみ寺相談員等のスキルアップを図るため、具体的な相談事例等を中心

とした習熟度別研修を実施するなど、相談利用者の満足度の向上に努めてま

いります。 

今後とも各県協会との一層の連携を深め、中小企業者からの相談等に積極

的に取り組んでまいります。 

 

３．その他事業（自主事業） 

（１）保有する図書等の有効活用 

「下請取引適正化推進セミナーテキスト」及びＤＶＤ「ほのぼの産業下請

取引適正化プロジェクト」等、当協会が有する図書等を広く企業等に有料で
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頒布するなど有効活用を図ってまいります。 

（２）下請取引適正化推進セミナーの実施（有料セミナー) 

発注企業の資材等調達部門の担当初心者を対象に、下請取引関係法令等の

習得を内容とした「基礎コース」と、発注企業の資材等調達実務担当者を対

象に下請取引関係法令及び過去に発生した事例紹介を主な内容とした「実務

者コース」を実施します。平成２４年度は、「基礎コース」５回と「実務者コ

ース」４回、計９回の有料セミナーを開催いたしました。 

平成２５年度は、下請取引関係法令等の初心者、基礎知識を有した者、一

定の知識を習得した者等、各レベルに応じたコースの充実を図ることとしま

す。また、講師は下請取引関係法令を熟知し、下請取引実態に精通した弁護

士を起用して、きめ細かな講義を行います。  

（３）中小企業の振興業務に従事する者の福祉の増進施策の推進等事業 

中小企業振興機関の役職員に対する各種表彰等を行います。 

 

Ⅱ．設備貸与等関連事業 

 

設備貸与等関連事業については、国は廃止を前提としてこれに替わるべき新

しい融資制度等を検討することとしておりますが、一定の経過措置等を設けて

廃止することとしております。そのため平成２５年度においても引き続き、こ

れまで通り各種の支援事業を実施してまいります。 

 

１．小規模企業者等設備導入資金制度に関する情報提供及び広報・相談事業 

（１）情報の収集・提供事業  

小規模企業者等設備導入資金事業に係る国等の施策等、創業・経営基盤強

化等に関連する各種情報を提供してまいります。 

（２）小規模企業者等設備導入資金制度広報・相談事業  

当協会のホームページで制度の概要等を掲示し、制度等に関する調査・研

究の成果等を公表する等の関連情報を提供するとともに、小規模企業者等設

備導入資金制度の周知を図るためのポスター・パンフレット・リーフレット

等を各県協会等からの要望に応じて作成します。 

 

また、小規模企業者等設備導入資金事業が円滑かつ適正に実施できるよう、

各県協会からの事務処理上等の質問点や小規模企業者等からの制度上の申込

要件等に関する問い合わせ等に対して、疑問点を解決し、理解が深まるよう

具体的に回答する等により、制度の普及に努めてまいります。 

 

２．小規模企業者等設備導入資金制度調査・研究事業 

小規模企業者等への設備導入をサポートするため「小規模企業者等設備導入

資金制度活用事例集」を作成します。なお、作成にあたっては「委員会」を設

置し、事例の内容等について検討を行い、その結果を取りまとめた冊子を作成
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して各県協会等に配付いたします。なお、上述の通り、国において本制度の廃

止を検討されていることから、今後の小規模企業者等への金融支援を含めた各

支援措置の活用方法等についても同委員会において検討してまいります。 

 

３．研修事業 

各県協会の職員を対象に、小規模企業者等設備導入資金事業等の業務知識等

の向上を図るため、下記の研修を実施します。 

（１）公益法人における会計及び税務に関する研修 

公益法人会計基準に基づいた会計処理及び公益法人としての税務（消費

税等）についての基礎的な知識を修得し、各県協会の会計処理及び税務事

務が適正且つ円滑に行われるようにするための研修を実施してまいります。 

（２）産業経済視察研修 

我が国の経済において主要な役割を果たしている「ものづくり産業」は、近

年の円高や国際競争の激化等に伴い厳しい状況下にありますが、その中にあっ

て、付加価値の高い新製品開発や成長分野への進出等により競争力を高め安定

的な経営に努めている企業も多数存在しております。このような先進的な企業

の現場を視察することにより必要な知識等を習得し、各県協会で行っている

各種の中小企業支援事業の参考に資するため、平成２５年度は産業経済視察

研修を実施いたします。 

（３）オーダーメイド型研修 

各県協会職員のより一層のレベルアップを図るため、各県協会のニーズ

に沿ったテーマを選定し、中小企業大学校東京校と連携して必要に応じて

研修を実施してまいります。 

 

４．その他事業 

関係方面に対する陳情、要望 

小規模企業者等設備導入資金制度に関連する事項について、必要に応じて国

等に対して要望等を行うものとします。 

 

Ⅲ．情報化事業 

 

１．一般事業 

（１）中小企業ＩＴ経営革新講演会の開催事業 

中小企業のＩＴ経営の促進を図るため、全国の中小企業者、各県協会、中

小企業支援機関、情報機器等リース会社の役・職員等を対象に、中小企業経

営のＩＴ化に関する実践的な講演やＩＴ化先進企業の経営者による事例発表

等を内容とした、「中小企業ＩＴ経営革新講演会」を開催します。 

(２) 中小企業の情報利活用に係る調査・研究事業 

中小企業の経営環境が厳しさを増している中、タブレット端末やソーシャ

ルメディアの普及、クラウド導入によるＩＴシステムの利活用の変化等、Ｉ
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Ｔ技術の急速な進展により、中小企業における情報格差がますます拡大して

います。また、各県協会が地域の中小企業に対して有効かつ適切なＩＴ化支

援を行っていくためには、現下の中小企業のＩＴ化及びその情報活用の実態

等を十分把握した上で、支援事業を行っていく必要があります。このような

状況を踏まえ、平成２５年度は、そのための実態調査（アンケート調査）を

実施いたします。 

(３)その他 

中小企業経営のＩＴ化に関する支援施策等の情報、支援事例や中小企業の

ＩＴ経営先進事例などを「全取協ＮＥＷＳ」に掲載して、情報提供します。 

なお、各県協会の職員を対象に、中小企業の情報化支援等に関するテ―マ

を中心とした職員研修を実施します。（設備貸与等関連事業の研修事業に含め

る。）また、必要に応じて、各県協会のニーズ等を踏まえ中小企業ＩＴ化支援

事業に取り組んでまいります。 

 

２．特別事業 

中小企業向け戦略的情報化機器等整備事業（コンピュータ等の低料率リース

事業） 

 平成２２年度までに実施していた「中小企業の情報化に資する設備、プログ

ラム等に係る貸付に必要な資金の預託金」の回収及び債権の管理と、国への補

助金の返還業務を引き続き行います。 

 

Ⅳ．下請中小企業・小規模事業者等活性化調査研究等事業 

 

（独）中小企業基盤整備機構からの助成金により、下請中小企業・小規模事業

者等活性化調査研究等事業を行うための基金を造成します。 

 



（単位：千円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　　(1) 経常収益
　　　　①基本財産運用益 8,287 8,287 0
　　　　　　基本財産受取利息 　 8,287 8,287 0
　　　　②特定資産運用益 2,378 2,371 7
　　　　　　経営安定積立金受取利息 　 1 1 0
　　　　　　中小企業振興事業基金積立資産受取利息 2,158 2,156 2
　　　　　　中小企業施策情報提供事業積立資産受取利息 2 0 2
　　　　　　運営強化資金受取利息 217 214 3
　　　　③受取会費 5,670 5,670 0
　　　　　　賛助会員受取会費 5,670 5,670 0
　　　　④事業収益 271,351 271,351 0
　　　　　　図書等販売収益 　 868 868 0
　　　　　　講習会事業収益 　 21,760 21,760 0
　　　　　　振興業務関係事業収益 　 945 945 0
　　　　　　事業参加機関事業収益 　 1,166 1,166 0
　　　　　　下請かけこみ寺事業収益 244,932 244,932 0
　　　　　　会計・啓発普及セミナー等請負事業収益 1,680 1,680 0
　　　　⑤受取補助金等 82,715 82,715 0
　　　　　　受取国庫補助金 49,337 49,337 0
　　　　　　受取国庫補助金振替額 　 33,378 33,378 0
　　　　⑥受取負担金 42,566 42,566 0
　　　　　　受取負担金 　 42,566 42,566 0
　　　　⑦受取分担金 9,128 9,128 0
　　　　　　受取緊急広域分担金 　 9,128 9,128 0
　　　　⑧受取寄付金 62,794 53,332 9,462
　　　　　　受取寄付金振替額 62,794 53,332 9,462
　　　　⑨雑収益 584 584 0
　　　　　　受取利息 　 584 584 0
　　　　経常収益計 485,473 476,004 9,469
　　(2) 経常費用
　　　　①事業費 441,782 440,506 1,276
　　　　　　役員報酬 　 10,988 10,988 0
　　　　　　給料手当 　 186,973 186,973 0
　　　　　　臨時雇賃金 9,807 9,807 0
　　　　　　派遣費 15,164 15,164 0
　　　　　　賞与引当金繰入額 4,457 4,457 0
　　　　　　役員賞与引当金繰入額 714 714 0
　　　　　　退職給付費用 　 5,418 5,418 0
　　　　　　役員退職慰労引当金繰入額 1,065 1,065 0
　　　　　　福利厚生費 　 25,453 25,453 0
　　　　　　旅費交通費 25,786 25,786 0
　　　　　　通信運搬費 8,581 8,581 0
　　　　　　減価償却費 　 1,600 1,600 0
　　　　　　消耗品費 2,689 2,689 0
　　　　　　資料費 2,332 2,332 0
　　　　　　会議費 　 1,551 1,551 0
　　　　　　会場費 11,142 11,142 0
　　　　　　印刷費 17,337 17,337 0
　　　　　　賃借料 16,333 18,586 △2,253
　　　　　　光熱水料費 2,109 2,109 0
　　　　　　諸謝金 　 36,938 36,938 0
　　　　　　租税公課 　 10,620 7,091 3,529
　　　　　　支払利息 525 525 0
　　　　　　原稿料 1,628 1,628 0
　　　　　　委託費 39,437 39,437 0
　　　　　　保守料 1,788 1,788 0
　　　　　　振込手数料 738 738 0
　　　　　　雑費 609 609 0

平成25年度収支予算書

平成 25年4月1日から 平成 26年3月31日まで

科　　　　　目 一次補正予算額(B) 増減(A)－(B)二次補正予算額(A)
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（単位：千円）

科　　　　　目 一次補正予算額(B) 増減(A)－(B)二次補正予算額(A)

　　　　②管理費 43,098 38,660 4,438
　　　　　　役員報酬 　 5,764 5,764 0
　　　　　　給料手当 　 9,349 8,652 697
　　　　　　臨時雇賃金 1,368 1,368 0
　　　　　　派遣費 1,941 1,941 0
　　　　　　賞与引当金繰入額 551 551 0
　　　　　　役員賞与引当金繰入額 306 306 0
　　　　　　退職給付費用 804 804 0
　　　　　　役員退職慰労引当金繰入額 375 375 0
　　　　　　福利厚生費 　 2,317 2,208 109
　　　　　　旅費交通費 521 521 0
　　　　　　通信運搬費 864 864 0
　　　　　　減価償却費 　 165 165 0
　　　　　　消耗品費 764 764 0
　　　　　　資料費 270 270 0
　　　　　　会議費 　 281 281 0
　　　　　　会場費 215 0 215
　　　　　　印刷費 397 172 225
　　　　　　賃借料 8,705 6,452 2,253
　　　　　　光熱水料費 335 335 0
　　　　　　租税公課 　 461 36 425
　　　　　　支払利息 80 0 80
　　　　　　諸謝金 　 20 20 0
　　　　　　慶弔費 606 606 0
　　　　　　報酬料 5,022 4,588 434
　　　　　　委託費 1,426 1,426 0
　　　　　　保守料 16 16 0
　　　　　　振込手数料 57 57 0
　　　　　　雑費 118 118 0
　　　　経常費用計 484,880 479,166 5,714
　　　　当期経常増減額 593 △3,162 3,755
　２．経常外増減の部
　　(1) 経常外収益
　　　　    国庫補助金返還額 0 4,123,605 △4,123,605
　　　　　　貸倒引当金戻入 15,400 15,400 0
　　　　経常外収益計 15,400 4,139,005 △4,123,605
　　(2) 経常外費用
　　　　　　国庫補助金返還額 0 4,123,605 △4,123,605
　　　　　　過年度受取国庫補助金振替額修正額 15,400 15,400 0
　　　　経常外費用計 15,400 4,139,005 △4,123,605
　　　　当期経常外増減額 0 0 0
　　　　税引前当期一般正味財産増減額 593 △3,162 3,755
　　　　法人税、住民税及び事業税 70 70 0
　　　　当期一般正味財産増減額 523 △3,232 3,755
　　　　一般正味財産期首残高 465,540 465,540 0
　　　　一般正味財産期末残高 466,063 462,308 3,755
Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　　①基本財産運用益 5,269 5,269 0
　　　　　　基本財産受取利息 　 5,269 5,269 0
　　　　②受取寄付金 715,979 0 715,979
　　　　　　受取寄附金 715,979 0 715,979
　　　　③受取助成金 240,000 0 240,000
　　　　　　受取助成金 240,000 0 240,000
　　　　④国庫補助金返還額 △4,123,602 0 △4,123,602
　　　　　　国庫補助金返還額 △4,123,602 0 △4,123,602
　　　　⑤一般正味財産への振替額 △85,857 △4,200,000 4,114,143
　　　　　　一般正味財産への振替額 △85,857 △4,200,000 4,114,143
　　　　当期指定正味財産増減額 △3,248,211 △4,194,731 946,520
　　　　指定正味財産期首残高 10,077,437 10,077,437 0
　　　　指定正味財産期末残高 6,829,226 5,882,706 946,520
Ⅲ　正味財産期末残高 7,295,289 6,345,014 950,275
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(単位：千円）

Ⅰ．事業活動収支の部

　１．事業活動収入

　　①基本財産利息収入 8,106 8,106 0

　　　　基本財産利息収入 　 8,106 8,106 0

　　②特定資産運用収入 2,376 2,369 7

　　　　経営安定積立金受取利息収入 　 1 1 0

         中小企業振興事業基金積立資産受取利息収入 2,156 2,154 2

         中小企業施策情報提供事業積立資産受取利息収入 2 0 2

　　　　運営強化資金受取利息収入 217 214 3

　　③会費収入 5,670 5,670 0

　　　　賛助会員会費収入 　 5,670 5,670 0

　　④事業収入 271,351 271,351 0
　　　　図書等販売収入 　 868 868 0
　　　　講習会事業収入 　 21,760 21,760 0
　　　　振興業務関係事業収入 　 945 945 0
　　　　事業参加機関事業収入 　 1,166 1,166 0
　　　　下請かけこみ寺事業収入　 244,932 244,932 0
　　　　会計・啓発普及セミナー等請負事業収入 1,680 1,680 0

　　⑤補助金等収入 49,337 49,337 0

　　　　国庫補助金等収入 　 49,337 49,337 0

　　⑥預託金収入 2,920,134 2,920,134 0

　　　　返還預託金収入 2,904,734 2,904,734 0

　　　　事故預託金返還収入 10,000 10,000 0

　　　　回収納付金収入 5,000 5,000 0

　　　　設備処分返還収入 400 400 0

　　⑦負担金収入 42,566 42,566 0

　　　　負担金収入　 42,566 42,566 0

　　⑧助成金収入 240,000 0 240,000

　　　　受取助成金収入　 240,000 0 240,000

　　⑨分担金収入 9,128 9,128 0

　　　　緊急広域分担金収入 　 9,128 9,128 0

　　⑩寄附金収入 715,979 0 715,979

　　　　寄附金収入 　 715,979 0 715,979

　　⑪雑収入 584 584 0

　　　　受取利息収入 　 584 584 0

　　　事業活動収入計 4,265,231 3,309,245 955,986

　２．事業活動支出

　　①事業費支出 4,557,301 4,556,025 1,276

　　　　役員報酬支出 　 11,702 11,702 0

　　　　給料手当支出 　 191,430 191,430 0

         臨時雇賃金支出 9,807 9,807 0

         派遣費支出 15,164 15,164 0

　　　　福利厚生費支出 　 25,453 25,453 0

　　　　旅費交通費支出 　 25,786 25,786 0

　　　　通信運搬費支出 8,581 8,581 0

　　　　消耗品支出 2,689 2,689 0

　　　　資料費支出 2,332 2,332 0

　　　　会議費支出 　 1,551 1,551 0

　　　　会場費支出 11,142 11,142 0

　　　　印刷費支出 　 17,337 17,337 0

　　　　賃借料支出 16,333 18,586 △ 2,253

　　　　光熱水料費支出 　 2,109 2,109 0

         諸謝金支出 36,938 36,938 0

　　　　租税公課支出 　 10,620 7,091 3,529

　　　　支払利息支出 　 525 525 0

　　　　原稿料支出 1,628 1,628 0

　　　　委託費支出 39,437 39,437 0

　　　　保守料支出 1,788 1,788 0

　　　　振込手数料支出 738 738 0

　　　　国庫補助金返納金支出 4,123,602 4,123,602 0

　　　　雑支出 　 609 609 0

備考

平成２５年度資金収支予算書
平成 25年4月1日から 平成 26年3月31日まで

科　　　　　目 一次補正予算額（Ｂ） 増減（A）－（Ｂ）二次補正予算額（Ａ）
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(単位：千円）

備考科　　　　　目 一次補正予算額（Ｂ） 増減（A）－（Ｂ）二次補正予算額（Ａ）

　　②管理費支出 50,394 45,956 4,438

　　　　役員報酬支出 　 6,070 6,070 0

　　　　給料手当支出 　 9,900 9,203 697

         臨時雇賃金支出 1,368 1,368 0

         派遣費支出 1,941 1,941 0

　　　　退職給付費用支出 8,640 8,640 0

　　　　福利厚生費支出 　 2,317 2,208 109

　　　　旅費交通費支出 　 521 521 0

　　　　通信運搬費支出 864 864 0

　　　　消耗品支出 764 764 0

　　　　資料費支出 270 270 0

　　　　会議費支出 　 281 281 0

　　　　会場費支出 215 0 215

　　　　印刷費支出 　 397 172 225

　　　　賃借料支出 8,705 6,452 2,253

　　　　光熱水料費支出 　 335 335 0

　　　　租税公課支出 　 461 36 425

　　　　支払利息支出 　 80 0 80

　　　　諸謝金支出 20 20 0

　　　　慶弔費支出 606 606 0

　　　　報酬料支出 5,022 4,588 434

　　　　委託費支出 1,426 1,426 0

　　　　保守料支出 16 16 0

　　　　振込手数料支出 57 57 0

　　　　雑支出 　 118 118 0

　　　事業活動支出計 4,607,695 4,601,981 5,714

　　　 差引 △ 342,464 △ 1,292,736 950,272

　　　 法人税等支出 70 70 0

　　　事業活動収支差額 △ 342,534 △ 1,292,806 950,272

Ⅱ　投資活動収支の部

　１．投資活動収入

　　　特定資産取崩収入 4,232,315 4,191,387 40,928

　　　　退職給付引当資産取崩収入 　 8,640 8,640 0

　　　　経営安定積立金引当資産取崩収入 　 7,219 10,974 △ 3,755

　　　　戦略的情報化機器等整備事業積立資産取崩収入 4,123,605 4,123,605 0

　　　　中小企業振興事業基金積立資産取崩収入 66,365 26,117 40,248

　　　　運営強化資金取崩収入 26,486 22,051 4,435

　　　投資活動収入計 4,232,315 4,191,387 40,928

　２．投資活動支出

　　　特定資産取得支出 3,852,000 2,896,021 955,979

　　　　退職給付引当資産取得支出 　 5,933 5,933 0

　　　　役員退職慰労引当資産取得支出 　 1,440 1,440 0

　　　　共済年金給付引当資産取得支出 　 289 289 0

　　　　戦略的情報化機器等整備事業引当資産取得支出 2,888,359 2,888,359 0

　　　　中小企業振興事業基金積立資産取得支出 181,465 0 181,465

　　　　中小企業施策情報提供事業積立資産取得支出 176,535 0 176,535

　　　　下請中小企業・小規模事業者等活性化基金積立資産取得支出 240,000 0 240,000

　　　　運営強化資金取得支出 357,979 0 357,979

　　　投資活動支出計 3,852,000 2,896,021 955,979

　　　投資活動収支差額 380,315 1,295,366 △ 915,051

Ⅲ　財務活動収支の部

　１．財務活動収入

　　　財務活動収入計 0 0 0

　２．財務活動支出

　　　財務活動支出計 0 0 0

　　　財務活動収支差額 0 0 0

Ⅳ　予備費支出 2,254 2,254 0

　　 当期収支差額 35,527 306 35,221

　　 前期繰越収支差額 △ 306 △ 306 0
　　 次期繰越収支差額 35,221 0 35,221

（注）借入金限度額・・・当該年度中において許容される短期借入の最高限度額は、90,000千円である。
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